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【１ページ解説】

公衆浴場入浴料金等協議会開催の要望について
〇神奈川県公衆浴場業生活衛生同業組合の要望の趣旨は以下のとおりで

す。

「現行の入浴料金は、令和６年２月に改定したものですが、依然として

上がり続ける光熱費、物価、人件費の高騰により経営は非常に厳しいも

のになっていることから、料金改定はやむなしとの意見が大勢を占めて

います。」

-2-



令和５年公衆浴場経営実態調査及び入浴料金原価計算書について

（１)　令和５年公衆浴場経営実態調査の概要（令和６年４月実施）

（２）入浴料金原価計算書
　公衆浴場経営実態調査の実績額から令和６年の収支を推計した。

公衆浴場経営実態調査に基づく令和６年推計額調べ（月額）（単位：円）

令和６年推計
（B)

（A)に人件費、燃
料費等の変動を加

味）

1 入浴料金収入 1,047,501 1,047,501 0

2 附帯事業収入 87,816 87,816 0

3 営業外収入 341,303 341,303 0

4 補　助　金 160,684 161,658 973 100.6%
予算額の増減額に比例させて算
出

収入合計 1,637,304 1,638,277 973

5 人　件　費 472,742 485,506 12,764

事　業　主 235,758 242,123 6,365 102.7%

従　業　員 236,984 243,383 6,399 102.7%

6 用　水　費 49,079 49,079 0

7 燃　料　費 220,582 243,081 22,499 110.2%
原油価格等の値動きの推移
(p5　参考(1))を反映

8 光　熱　費 146,067 149,719 3,652 102.5%

9 備品消耗品費 60,032 61,533 1,501 102.5%

10 旅費交通費 2,316 2,316 0

11 会費及び交際費 22,284 22,284 0

12 保　険　料 28,645 28,645 0

13 賃　借　料 89,171 89,171 0

14 修　繕　費 80,720 82,738 2,018 102.5%
R6政府経済見通し「消費者物価
指数・変化率」を反映

15 厚　生　費 27,160 27,160 0

16 減価償却費 187,535 187,535 0

17 建物再調達費 72,559 72,559 0

18 公租公課 91,877 91,877 0

19 支払利子 28,064 28,064 0

20 特別損失 907 907 0

21 雑　　　費 111,176 113,955 2,779 102.5%
R6政府経済見通し「消費者物価
指数・変化率」を反映

22 附帯事業費 61,642 61,642 0

1,752,559 1,797,772 45,213

30,627 30,627 0

26,174 26,174 0

1,809,360 1,854,573 45,213

△ 172,056 △ 216,296

科　目
Ｒ５年
実績(A)
（1～12月)

影響額
(B)-(A)

備　　考

過不足額

経費計

R6政府経済見通し「消費者物価
指数・変化率」を反映

R6政府経済見通し「雇用者報
酬」を反映

　昭和38年８月12日付け厚生省環境衛生局長通知に基づき、公衆浴場の経営の実態を把握し、公
衆浴場入浴料金の改定について協議する上で基礎資料とするため、県内23浴場の令和５年の収
入・支出状況・入浴者数等の調査を行った｡

資本報酬

附帯事業報酬

支出合計
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【３ページ解説】

令和５年公衆浴場経営実態調査及び入浴料金原価計算書につい

て
〇公衆浴場経営実態調査は、公衆浴場の経営の実態を把握し、入浴料金

改定の基礎資料とするために毎年実施しており、今年も４月に中小企

業診断士に委託して、県下23の公衆浴場について実態調査を行いまし

た（経営実態調査・原価計算表の項目説明は巻末の別表１を参照）。

○その調査結果に基づき、「（２）入浴料金原価計算書」の「令和５年実

績（A）」欄に、１施設におけるひと月あたりの平均額を記載しました。

収入合計が1,637,304円、支出合計が1,809,360円で、月額平均172,056

円の不足（赤字）となっております。

〇「令和６年推計（B）」欄は、「令和５年実績（A）」欄記載の額に人

件費、燃料費、光熱費等の変動要素（政府経済見通しや原油価格等の値

動きから推計係数を求め算出）を加味して推計したもので、令和６年月

額平均の収入合計から支出合計を差し引くと、216,296円の赤字となり

ます。

〇なお、科目毎の推計係数の考え方は、次のとおりです。

「4 補助金」 100.6％

補助金（県+市町村）合計額の令和５年度予算額に対する令和６年度予算

額の割合（27ページ参照）

「5 人件費」 102.7％

R6政府経済見通し「雇用者報酬」を反映（巻末の別表２参照）

「7 燃料費」 110.2％

原油価格等の値動きの推移を反映（５ページ参照）

「8 光熱水費」「9 備品消耗品費」「14 修繕費」「21 雑費」102.5％

R6政府経済見通し「消費者物価指数・変化率」を反映（巻末の別表２参照）
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参考 （１） 原油価格等の値動きの推移

原油
(ドル/ﾊﾞﾚﾙ)

為替
（ドル）

原油円価
(円/kl)

令和５年６月
を100とした
場合の価格指
数

天然ガス
(ドル/t)

天然ガス
(円/t)

令和５年６月
を100とした
場合の価格指
数

令和４年  12月 95.12 137.98 82,551 114.5% 979.77 135,188 155.9%

令和５年  １月 88.27 132.09 73,336 101.7% 969.21 128,023 147.6%

２月 87.88 130.35 72,049 99.9% 912.43 118,935 137.1%

３月 85.43 134.90 72,488 100.6% 772.51 104,212 120.1%

４月 83.53 132.18 69,448 96.3% 704.69 93,147 107.4%

５月 86.45 135.37 73,610 102.1% 660.86 89,461 103.1%

令和５年　６月 82.29 139.27 72,086 100.0% 622.82 86,740 100.0%

７月 80.54 142.35 72,112 100.0% 621.48 88,467 102.0%

８月 82.16 142.36 73,569 102.1% 619.96 88,257 101.7%

９月 86.56 146.48 79,754 110.6% 598.72 87,700 101.1%

10月 92.76 148.87 86,859 120.5% 617.12 91,871 105.9%

11月 93.90 150.33 88,790 123.2% 618.24 92,941 107.1%

12月 90.30 147.10 83,554 115.9% 687.07 101,068 116.5%

令和６年  １月 85.78 144.03 77,710 107.8% 707.31 101,874 117.4%

２月 83.71 148.14 78,002 108.2% 669.23 99,140 114.3%

３月 83.08 149.44 78,091 108.3% 640.79 95,760 110.4%

４月 85.89 151.55 81,870 113.6% 585.42 88,721 102.3%

５月 88.92 155.47 86,951 120.6% 593.53 92,276 106.4%

令和６年　６月 87.94 156.62 86,628 120.2% 593.94 93,023 107.2%

７月 87.93 159.70 88,326 122.5% 600.07 95,831 110.5%

実態調査　燃料費の内訳 (月平均)

重油 廃油 雑燃 混合 Gas
14,653 0 3,898 32,030 170,000

6.6% 0.0% 1.8% 14.5% 77.1%

令和６年燃料費の推定係数 110.2% =120.2*(100-77.1)/100+107.2*77.1/100

原油価格 天然ガス価格

燃料費
（円）

220,582

※原油価格は、財務省貿易統計記載のCIF値(産油･産ガス国から船で積み出す際の価格に運賃、保険料を加え
た価格）

内訳

※天然ガス価格は、令和５年８月分より財務省貿易統計記載の貿易統計の月次報告から１MTあたりを算出

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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【５ページ解説】

参考（１）原油価格等の値動きの推移
〇この表は、財務省貿易統計の原油・粗油及び石油製品のCIF値の推移を

示しています。

○令和５年６月の原油円価72,086円／klと比較すると、令和６年６月では

86,628円／klになり、令和５年６月を100とすると20.2%増となってい

ます。

〇天然ガスについては、令和５年６月は86,740円／トンですが、令和６

年６月では93,023／トンになり、令和５年６月を100とすると7.2%増と

なっています。

○また、５ページの下の表にあるとおり、実態調査の結果、１ヶ月の燃料

費に占める天然ガス費用の割合は、77.1％となっております。

○令和６年の燃料費の推定係数については、原油と天然ガスのそれぞれの

価格指数と、燃料費に占める天然ガス費用の割合を用い、令和６年の推

定燃料費は、昨年価格の110.2％と算出しました。
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参考 (２) 公衆浴場におけるガス及び電気代支払額の実態（県下３浴場の例）  

使用量 単　価 金　額 使用量 単　価 金　額
㎥ 円 円 ｋｗ 円 円

A浴場 9,155 65 591,061 24,826 18 457,922
2,728 30 82,536
7,232 20 144,552

C浴場 3,891 67 260,929 8,248 22 185,285
A浴場 7,589 62 471,635 24,189 18 445,427

2,515 31 78,100
7,510 20 153,659

C浴場 3,319 66 220,226 11,321 22 252,699
A浴場 7,411 67 500,049 23,357 19 454,938

2,511 32 79,368
6,575 22 143,053

C浴場 3,247 72 233,743 7,614 24 182,675
A浴場 10,114 75 762,531 23,337 19 443,161

6,843 23 158,706
2,141 30 63,627
182 35 6,379

C浴場 4,419 77 341,803 7,780 24 186,073
A浴場 8,305 69 573,318 22,392 18 407,616

6,784 22 152,358
2,299 29 67,636

C浴場 3,593 72 260,052 6,342 26 167,921
A浴場 10,361 61 628,725 22,491 17 385,264

7,042 22 155,357
60,667

C浴場 2,762 69 191,849 6,526 26 170,588
A浴場 9,842 98 969,092 21,996 23 514,468

7,276 28 200,942
72,602

C浴場 3,014 104 313,033 8,439 28 234,672
A浴場 8,480 105 887,583 21,832 24 530,827

7,153 22 157,805

2,114 31 65,432

C浴場 2,860 108 308,618 7,431 43 317,540
A浴場 7,806 97 758,870 21,187 22 458,585

6,207 26 164,097
62,313

C浴場(廃業)

公衆浴場におけるガス及び電気代支払額（３浴場の平均）　

指数 指数
（円） （円）

H28年５月 371,726 72.7 290,098 81.2
H29年５月 309,442 60.6 309,962 86.8
H30年５月 328,530 64.3 286,678 80.3
R01年５月 460,009 90.0 285,982 80.1
R02年５月 367,874 72.0 265,177 74.2
R03年５月 343,690 67.3 257,292 72.0
R04年５月 554,395 108.5 340,895 95.4
R05年５月 511,047 100.0 357,201 100.0

R06年５月 561,966 110.0 342,498 95.9

R06年５月 B浴場 3,644 100 365,061

3,830 263,188

電　　　　　　気

R01年５月 B浴場 3,055 90 275,692

調査年月 浴　場
ガ　　　　　ス

H28年５月 B浴場 69

70

H29年５月 B浴場

調査年月

ガス平均
支払額

H30年５月 B浴場

R03年５月 B浴場

R04年５月 B浴場

R05年５月 B浴場

R02年５月 B浴場

電気平均
支払額

R05年５月を100とした指数

3,028 59 210,496

3,360 91 336,940

4,619 56 270,251

3,691 103 381,059

3,579 236,465

3,591 251,797

66
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【７ページ解説】

参考 (２) 公衆浴場におけるガス及び電気代支払額の実態

（県下３浴場の例）

○燃料にガスを使っている組合員の中から、３軒の公衆浴場の毎年の料

金支払額の推移を調べた結果を、参考に掲載したものです。

〇令和５年度にＣ浴場が廃業したため、２軒のみになります。
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公衆浴場入浴料金算出方法

（１） 令和６年推計過不足額(月額)

（２） 推計過不足額を解消するための１日（１営業日）当たり入浴料金必要額

÷ ≒

（月平均営業日：(３６５日－５２日)／１２月≒２６日）

（３）

(A) (B)

［備考］
75.3人＝73.7人×(B)/(A)
 1.4人＝ 1.4人×(B)/(A)
 1.0人＝ 1.0人×(B)/(A)

１月当たり入浴料金収入 1,025,466円(想定) 1,047,501円

 小人 (100円) 1.0人(実績) 1.0人(推計)

１日当たり入浴料金収入 39,441円(想定) 40,289円

75.3人(推計)

 中人 (200円) 1.4人(実績) 1.4人(推計)

 大人 (530円) 73.7人(実績)

令和６年
(4/6～4/12)

令和５年

△ 216,296円

216,296 円 26 日 8,319 円

令和５年公衆浴場経営実態調査による１日（１営業日）当たりの入浴者数

-9-



【９ページ解説】

公衆浴場入浴料金算出方法
○「（１）令和６年推計過不足額（月額）」は、３ページで算出した通

り、216,296円の赤字となっております。

○「（２）推計過不足額を解消するための１日（１営業日）当たり入浴料

金必要額」は、（１）の推計不足額を解消するため、１営業日あたりの

入浴料金の必要額を算出したものです。ひと月あたりの営業日数は、施

設により様々ですが、週１日休業すると仮定し、月26日営業で算定し

ており、１営業日あたり8,319円の収入額の増加が必要となります。

○「（３）令和６年公衆浴場経営実態調査による１日（１営業日）当たり

の入浴者数」は、実態調査に基づく、１施設における１営業日における

入浴者数です。実態に即したものとするため、経営実態調査に基づいた

ひと月当たりの入浴料金収入である1,047,501円（B）と、令和６年４

月６日から12日までの実際の入浴者数から想定したひと月当たりの入

浴料金収入（A）との比率から、令和５年における１日あたりの入浴者

数は大人が75.3人、中人が1.4人、小人1.0人と推計しました。
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入浴料金改定額(試算)

料金 入浴収入 入浴収入    料金 入浴収入    料金 入浴収入    料金 入浴収入

大 人 75.3 530円 39,909円 540 (+10) 40,662円 550 (+20) 41,415円 560 (+30) 42,168円 640 (+110) 48,192円

中 人 1.4 200円 280円 210 (+10) 294円 220 (+20) 308円 230 (+30) 322円 230 (+30) 322円

小 人 1.0 100円 100円 100 (+0) 100円 100 (+0) 100円 100 (+0) 100円 100 (+0) 100円

合 計 77.7

15.00%

予 想 さ れ る 効 果

（利用者数に変動がない場合)

値上率（中人） - 5.00% 10.00% 15.00%

予 想 さ れ る 問 題 点

・不足額を全額まかなう事
はできないが、公衆浴場
の経営悪化を改善でき
る。

・不足額を全額まかなう事
はできないが、公衆浴場
の経営悪化を改善でき
る。

・不足額を全額まかなう事
はできないが、公衆浴場
の経営悪化を改善でき
る。

・利用者の負担増から利
用者の減少が見込まれ
る。

・利用者の負担増から利
用者の減少が見込まれ
る。

・利用者の負担増から利
用者の減少が見込まれ
る。

・公衆浴場経営者には経
営努力が要求される。

・公衆浴場経営者には経
営努力が要求される。

・公衆浴場経営者には経
営努力が要求される。

20.75%

料金改定による
収支（A)+(B)

△ 8,319円 △ 7,552円 △ 6,785円 △ 6,018円 6円

値上率（大人） - 1.89% 3.77% 5.66%

△ 8,319円

料金改定による
収支改善額（A)

0円 767円 1,534円 2,301円 8,325円

１日当り過不足額
（B)

△ 8,319円 △ 8,319円 △ 8,319円 △ 8,319円

（参考）
収支均衡させる

ための改定

料金

40,289円 41,056円 41,823円 42,590円 48,614円

改定案　③

区分
入浴者数
(推計)

現 行 改定案　① 改定案　②
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【１１ページ解説】

入浴料金改定額(試算)
○「現行料金」、「改定案①、改定案②及び改定案③」、「（参考）収

支均衡させるための改定」について、それぞれの料金改定を行った場

合の１営業日ごとの入浴収入の合計額、１日当たりの収入過不足額、

及び値上率、またその際に利用者数に変動がないと想定した場合の予

想される効果と問題点を、改定内容別に記載しています。

○改定案①から③の順に大人料金・中人料金とも10円ずつ値上して試算

しています。小人料金については据え置きとしています。

〇改定案①は、10円の値上げをした場合で、大人料金は540円・値上げ率

は1.89％、中人料金は210円・値上げ率は５％となります。

○改定案②は、20円の値上げをした場合で、大人料金が550円・値上げ率は

3.77％、中人料金は220円・値上げ率は10％となります。

○改定案③は、30円の値上げとした場合、大人料金が560円・値上げ率は

5.66％、中人料金は230円・値上げ率は15％となります。

○改定案①～③とも、負担増から利用者数の減少が予想されますが、公

衆浴場の経営悪化を改善できます。

○また、収支均衡させるための改定を行う場合、大人料金は110円の引き

上げで640円、中人料金は30円の引き上げで230円となります。この場

合、１日あたり8,325円の収入増加となり、不足額をまかなう事が可能

となりますが、大人料金の値上げ率は20.75％・中人料金の値上げ率は

15％となります。
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人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
固定客 2,447 20.0%
一見客 297 2.4%
計 2,744 22.4%

固定客 1,562 12.8%
一見客 191 1.6%
計 1,753 14.3%

固定客 4,009 32.8%
一見客 488 4.0%
計 4,497 36.7%

固定客 3,229 26.4%
一見客 1,645 13.4%
計 4,874 39.8%

固定客 1,547 12.6%
一見客 889 7.3%
計 2,436 19.9%

固定客 4,776 39.0%
一見客 2,534 20.7%
計 7,310 59.7%

固定客 5,676 46.4% 5 0.0% 5,681 46.4%
一見客 1,942 15.9% 13 0.1% 1,955 16.0%
計 7,618 62.3% 18 0.1% 7,636 62.4%

固定客 3,109 25.4% 23 0.2% 3,132 25.6%
一見客 1,080 8.8% 10 0.1% 1,090 8.9%
計 4,189 34.2% 33 0.3% 4,222 34.5%

固定客 8,785 71.8% 28 0.2% 8,813 72.0%
一見客 3,022 24.7% 23 0.2% 3,045 24.9%
計 11,807 96.5% 51 0.4% 11,858 96.9%

固定客 80 0.7% 0 0.0% 80 0.7%
一見客 50 0.4% 0 0.0% 50 0.4%
計 130 1.1% 0 0.0% 130 1.1%

固定客 44 0.4% 1 0.0% 45 0.4%
一見客 41 0.3% 7 0.1% 48 0.4%
計 85 0.7% 8 0.1% 93 0.8%

固定客 124 1.0% 1 0.0% 125 1.0%
一見客 91 0.7% 7 0.1% 98 0.8%
計 215 1.8% 8 0.1% 223 1.8%

固定客 41 0.3% 4 0.0% 45 0.4%
一見客 38 0.3% 0 0.0% 38 0.3%
計 79 0.6% 4 0.0% 83 0.7%

固定客 40 0.3% 1 0.0% 41 0.3%
一見客 32 0.3% 0 0.0% 32 0.3%
計 72 0.6% 1 0.0% 73 0.6%

固定客 81 0.7% 5 0.0% 86 0.7%
一見客 70 0.6% 0 0.0% 70 0.6%
計 151 1.2% 5 0.0% 156 1.3%

固定客 5,797 47.4% 9 0.1% 5,806 47.4%
一見客 2,030 16.6% 13 0.1% 2,043 16.7%
計 7,827 64.0% 22 0.2% 7,849 64.1%

固定客 3,193 26.1% 25 0.2% 3,218 26.3%
一見客 1,153 9.4% 17 0.1% 1,170 9.6%
計 4,346 35.5% 42 0.3% 4,388 35.9%

固定客 8,990 73.5% 34 0.3% 9,024 73.7%
一見客 3,183 26.0% 30 0.2% 3,213 26.3%
計 12,173 99.5% 64 0.5% 12,237 100.0%

女

計

大　人

計

大人
（12歳～64歳）

大人

大人
（65歳以上）

男

女

令和６年公衆浴場経営実態調査による１週間当たりの入浴者数

合　計

男

女

計

日本人 外国人

計

男

女

計

男

男

女

計

計

中　人

合　計

小　人

男

女
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【１３ページ解説】

令和６年公衆浴場経営実態調査による１週間当たりの入浴者数
〇令和６年４月６日～12日の一週間、県下23公衆浴場の協力のもと、入

浴者数の調査を実施しました。男女別では、男性客が64.1％、女性客

が35.9％。国籍別では、日本人が99.5％、固定・新規別では、固定客が

73.7％、一見客が26.3％となっています。
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＜参考＞ １週間当たりの入浴者数調査（詳細データ）

470

0

大人（12歳以上）
96.9%

中人（６歳以上

12歳未満）
1.8%

小人

（６歳未満）
1.3%

料金区分別

男性
64.1%

女性
35.9%

男女別

日本人
99.5%

外国人
0.5%

国籍別

固定客
73.7%

一見客
26.3%

固定・新規別

65歳以上
38.1%

12歳～64歳
61.9%

大人の年齢別

＜調査実施期間＞

令和６年４月６日～12日の

一週間、目視により実施。

＜調査対象施設＞

料金区分別
大人 11,858人
中人 223人
小人 156人

大人の年齢別

65歳以上 4,497人

12歳～64歳 7,310人

男女別
男性 7,849人
女性 4,388人

国籍別
日本人 12,173人
外国人 64人

固定・新規別
固定客 9,024人
一見客 3,213人
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【１５ページ解説】

＜参考＞１週間当たりの入浴者数調査（詳細データ）
○13ページに示した調査結果の内訳を、わかりやすくグラフに示したも

のです。
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神奈川県公衆浴場施設数（同業組合加入状況） 令和６年４月１日現在

（物価統制令の適用を受ける施設数）

                                         　　  （単位：軒）

R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1

横 浜 市 60 56 55 52 50 △ 2 100%

   鶴見区 12 11 11 10 9 △ 1

   神奈川区 7 7 6 6 5 △ 1

   西区 5 4 4 4 4 0

   中区 8 8 9 9 9 0

   南区 7 7 7 7 7 0

   港南区 1 1 0 0 0 0

   保土ヶ谷区 4 4 4 4 4 0

   旭区 0 0 0 0 0 0

   磯子区 4 3 3 3 3 0

   金沢区 2 2 2 2 2 0

   港北区 7 7 7 5 5 0

   緑区 1 0 0 0 0 0

   戸塚区 0 0 0 0 0 0

   栄区 0 0 0 0 0 0

   泉区 1 1 1 1 1 0

   瀬谷区 1 1 1 1 1 0

川 崎 市 35 35 35 35 30 △ 5 100%

   川崎区 14 14 16 16 14 △ 2

   幸区 8 8 6 6 5 △ 1

   中原区 5 5 5 5 4 △ 1

   高津区 5 5 5 5 4 △ 1

   宮前区 0 0 0 0 0 0

   多摩区 2 2 2 2 2 0

   麻生区 1 1 1 1 1 0

相 模 原 市 6 6 6 6 6 0 100%

横 須 賀 市 15 14 13 13 13 0 100%

平 塚 市 2 1 1 1 1 0 100%

鎌 倉 市 5 5 5 4 4 0 100%

藤 沢 市 3 3 3 2 2 0 100%

小 田 原 市 1 1 1 1 1 0 100%

茅 ヶ 崎 市 1 1 0 0 0 0

逗 子 市 1 1 1 1 1 0 100%

三 浦 市 1 1 1 1 1 0 100%

秦 野 市 0 0 0 0 0 0

厚 木 市 0 0 0 0 0 0

大 和 市 3 3 3 3 2 △ 1 100%

伊 勢 原 市 0 0 0 0 0 0

海 老 名 市 0 0 0 0 0 0

座 間 市 1 1 1 1 1 0 100%

葉 山 町 0 0 0 0 0 0

寒 川 町 0 0 0 0 0 0

大 磯 町 0 0 0 0 0 0

二 宮 町 0 0 0 0 0 0

    　　　計 134 128 125 120 112 △ 8

　　　 時 点

市町名

施　　　設　　　数 本年度施
設数の前
年対比

組合
組織率
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【１７ページ解説】

神奈川県公衆浴場施設数（同業組合加入状況）
○県内の物価統制令の適用を受ける一般公衆浴場の施設数を市区町村別

に一覧にしたものです。令和６年４月１日現在の施設数は112軒で、昨

年同期と比べると８軒が廃業しております。
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神奈川県の公衆浴場入浴料金改定の状況と入浴者数の推移

          入浴料金  自家風呂

 大人  中人  小人  洗髪  大人  中人  小人  なし率

S48 S 48. 7.21 55 20 10 5 304 32 48

49 S 49. 6. 1 80 25 15 ↓ 251 26 35

S 50. 4. 1 85 35 ↓ ↓ 上記助成打切り

S 50. 6. 1 100 40 20 10

51 S 51. 6. 1 120 ↓ ↓ ↓ 236 24 32

52 S 52. 6. 1 140 50 30 20 212 20 29

53 S 53. 6. 1 155 60 40 ↓ 202 19 24

54 S 54. 6. 1 170 70 ↓ ↓ 193 20 21

55 S 55. 6. 1 190 80 50 ↓ 187 20 19

56 S 56. 6. 1 210 ↓ ↓ ↓ 186 20 19

57 S 57. 6. 1 220 90 60 ↓ 177 20 19

58 S 58. 6. 1 230 100 ↓ ↓ 171 19 18

59 S 59. 6. 1 240 ↓ ↓ ↓ 170 19 18

60 S 60. 6. 1 250 ↓ ↓ ↓ 168 19 18

61   据置 ↓ ↓ ↓ ↓

62 S 62. 6.15 260 110 ↓ ↓ 160 19 17

63 S 63. 6. 1 280 120 ↓   － 158 18 16

H元 H  元. 6. 1 295 135 ↓   － 150 16 12

2 H  2. 6. 1 310 140 ↓   － 146 14 10

3 H  3. 6.15 320 ↓ ↓   － 141 12 9

4 H  4. 6. 1 330 150 70   － 134 7 5

5 H  5. 6. 1 340 160 ↓   － 119 6 4

6 H  7. 1. 1 350 170 ↓   － 113 5 4

7 H  7. 9. 1 360 ↓ ↓   － 113 4 3

8 H  8. 6.20 370 ↓ ↓   － 104 4 3

9 H  9. 7.18 385 ↓ ↓   － 101 3 3

10   据置 ↓ ↓ ↓   － 95 3 2

11 H 11. 8. 1 390 ↓ ↓   － 87 3 2

12 H 12. 8. 1 400 180 80   － 95 2 2

13   据置 ↓ ↓ ↓   － 95 2 2

14   据置 ↓ ↓ ↓   － 99 2 2

15   据置 ↓ ↓ ↓   － 95 3 2

16   据置 ↓ ↓ ↓   － 94 2 2

17   据置 ↓ ↓ ↓   － 95 2 1

18 H 18. 8. 1 430 ↓ ↓   － 97 3 2

19   据置 ↓ ↓ ↓   － 89 1 1

20 H 20. 8. 1 450 ↓ ↓   － 90 2 2

21   据置 ↓ ↓ ↓   － 86 2 1

22   据置 ↓ ↓ ↓   － 79 2 1

23   据置 ↓ ↓ ↓   － 85 2 1

24   据置 ↓ ↓ ↓   － 78 0 0

25   据置 ↓ ↓ ↓   － 62 2 2 調査廃止 ＊

26 H 26. 9. 1 470 200 100   － H26.4.1～ 消費税８％ 64 2 2

27   据置 ↓ ↓ ↓   － 61 1 1

28   据置 ↓ ↓ ↓   － 63 1 1

29   据置 ↓ ↓ ↓   － 65 2 1

30   据置 ↓ ↓ ↓   － 64 2 2

R元   据置 ↓ ↓ ↓   － 71 2 1

2 R  2. 9. 1 490 ↓ ↓   － R元.10.1～消費税10％ 68 2 1

3   据置 ↓ ↓ ↓   － 68 2 1

4 R  4. 9. 1 500 ↓ ↓   － 68 1 1

5 R  6. 2. 1 530 ↓ ↓   － 75 1 1

6 73 1 1

 （参考）

県内　R６.９.１推計世帯数 4,396,119 世帯 推計人口 9,224,673 人 2.10 人（推定）／1世帯あたり

推定自家風呂なし世帯数 46,098 世帯 （ 「H20 住宅土地統計調査」風呂の無い世帯＝

┗⇒人口に換算すると 46,098  人　 ～ 96,730 人 ┗⇒ *H25からは、調査項目からはずされた

25.5 %

35
洗髪料男子含む

大人･中人差額５円助成

17.1 %

      〃

      〃

      〃

年 改定年月日 備 考
1浴場1日当り入浴者数

大人･中人差額５円助成

50 240 26

      〃

4.4 %

      〃

      〃

      〃 11.8 %

      〃

      〃

      〃

      〃

 洗髪料廃止 7.5 %

元.４.1～　消費税３％

1.0 %

      〃

H9.4.1～　消費税５％

2.2 %

1.6 %

1.0 %

（協議会開催せず）
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【１９ページ解説】

神奈川県の公衆浴場入浴料金改定の状況と入浴者数の推移
○現在の入浴料金は、大人530円、中人200円、小人100円で、令和６年

２月に改定されました。
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県内公衆浴場の廃業の状況

（１）　過去５年間の理由別廃業状況         

　　　　　理由
年度

営業不振 後継者難 建物老朽化
病気

立退き等
計

R1 1 4 3 0 8

R2 3 2 2 1 8

R3 0 0 1 4 5

R4 1 0 4 1 6

R5 1 4 2 1 8

計 6 10 12 7 27

※１施設で複数の廃業理由を挙げているため、件数は延件数。

（２）　令和５年度　理由別、市別廃業状況              

　　　　　理由
市名

営業不振 後継者難 建物老朽化
病気

立退き等
計

横浜市 2 2

川崎市 1 1 2 1 5

大和市 1 1

計 1 4 2 1 8

※１施設で複数の廃業理由を挙げているため、件数は延件数。
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【２１ページ解説】

県内公衆浴場の廃業の状況
○「（１）過去５年間の理由別廃業状況」及び「（２）令和５年度理由

別、市別廃業状況」について記載しています。なお、１施設で複数の

廃業理由を挙げているため、件数は延件数となっております。
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　全国公衆浴場入浴料金一覧表　（料金順） 令和６年10月１日現在

（ ）内、改定前の料金 （ ）内、改定前の料金 （ ）内、改定前の料金 直近改定日 (前回の改定日)

東京 550 (520) 200 (200) 100 (100) - (-) R6.8.1 (R5.7.1)

神奈川 530 (500) 200 (200) 100 (100) - (-) R6.2.1 (R4.9.1)

大阪 520 (490) 200 (200) 100 (100) - (-) R5.8.28 (R3.8.25)

京都 510 (490) 160 (150) 60 (60) - (-) R6.10.1 (R4.10.1)

岐阜 500 (460) 180 (160) 100 (80) - (-) R5.4.1 (R元.10.1)

愛知 500 (460) 180 (150) 100 (70) - (-) R5.4.1 (R4.4.1)

北海道 500 (490) 150 (150) 80 (80) - (-) R6.10.1 (R5.10.1)

千葉 500 (480) 170 (170) 70 (70) - (-) R5.12.1 (R4.9.15)

埼玉 500 (480) 200 (180) 70 (70) - (-) R6.4.1 (R4.10.1)

長野 500 (440) 170 (150) 80 (70) - (-) R6.4.1 (R5.4.1)

兵庫 490 (450) 180 (160) 80 (60) - (-) R5.2.1 (R元.10.1)

石川 490 (460) 130 (130) 50 (50) - (-) R5.4.1 (R2.3.1)

静岡 490 (450) 200 (180) 100 (90) - (-) R5.10.1 (R元.10.1)

滋賀 490 (450) 150 (150) 100 (100) - (-) R5.5.1 (R2.5.1)

福井 490 (450) 160 (160) 70 (70) - (-) R6.1.1 (R2.4.1)

和歌山 490 (440) 170 (150) 100 (80) - (-) R6.4.1 (R元.10.1)

福岡 480 (450) 200 (180) 100 (70) - (-) R5.4.1 (R元.10.1)

奈良 480 (440) 200 (160) 100 (80) - (-) R5.10.1 (R元.10.1)

青森 480 (450) 170 (150) 80 (60) - (-) R5.4.10 (H28.3.1)

新潟 480 (440) 150 (150) 70 (70) - (-) R5.1.1 (R2.4.1)

広島 480 (450) 200 (200) 100 (100) - (-) R4.11.1 (R元.10.1)

宮城 480 (440) 160 (140) 90 (80) - (-) R5.1.1 (H27.4.1)

岩手 480 (430) 170 (170) 80 (80) - (-) R2.4.1 (H27.1.1)

富山 470 (440) 150 (140) 70 (60) - (-) R5.4.1 (R元.10.1)

三重 470 (440) 150 (150) 70 (70) - (-) R5.4.1 (R3.1.1)

栃木 460 (420) 200 (180) 100 (90) - (-) R5.2.15 (H26.7.15)

秋田 460 (360) 130 (130) 90 (90) - (-) H31.1.1 (H12.4.1)

鹿児島 460 (420) 150 (150) 80 (80) - (-) R5.12.25 (R元.10.1)

福島 450 (400) 150 (150) 90 (90) - (-) H30.4.1 (H19.9.1)

徳島 450 (400) 150 (150) 70 (70) - (-) R5.1.1 (H26.12.1)

鳥取 450 (400) 150 (150) 80 (80) - (-) R3.4.1 (H26.4.21)

山口 450 (420) 160 (150) 80 (80) - (-) R4.5.1 (H27.4.10)

高知 450 (400) 150 (150) 60 (60) - (-) R5.10.1 (H26.12.1)

香川 450 (400) 150 (150) 60 (60) - (-) R5.10.1 (H27.12.1)

群馬 450 (400) 200 (180) 100 (80) - (-) R5.8.1 (H26.9.1)

熊本 450 (400) 150 (150) 80 (80) - (-) R4.11.1 (H26.12.1)

岡山 450 (430) 200 (160) 100 (70) - (-) R4.12.1 (R元.10.1)

愛媛 450 (400) 150 (150) 60 (60) - (-) R5.4.1 (H26.9.1)

佐賀 450 (280) 150 (130) 100 (80) 50 (50) R6.3.1 (H8.2.15)

島根 430 (350) 160 (130) 90 (70) - (-) R5.5.1 (H17.9.6)

大分 430 (380) 160 (150) 80 (70) - (-) R4.12.27 (H19.1.12)

山梨 430 (400) 170 (170) 70 (70) - (-) R元.12.1 (H21.2.1)

長崎 400 (350) 150 (150) 80 (80) - (-) R5.4.1 (H19.3.15)

沖縄 370 (200) 170 (170) 100 (100) - (30) H18.2.11 (S55.11.6)

宮崎 350 (300) 130 (130) 60 (60) - (-) H20.2.1 (H9.4.1)

茨城 350 (300) 130 (130) 70 (70) - (-) H10.3.1 (H5.3.1)

山形 300 (250) 120 (120) 80 (80) - (50) H7.4.1 (H4.7.1)

※１ (  )は､現行料金に改定される前の料金額及び実施年月日｡

※２ 大人…12歳以上の者､中人…6歳以上12歳未満の者､小人…6歳未満の者｡

実施年月日　　　　　区分

都道府県名

大  人 中  人 小  人
洗 髪
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【２３ページ解説】

全国公衆浴場入浴料金一覧表（料金順）
○令和６年10月１日現在、本県の大人料金は東京都についで、全国で

２番目に高い額となっております。

〇なお、令和５年度の協議会からの約１年間（令和５年度11月～令和６

年度10月）で値上げをしたのは、神奈川県を含め全部で11都道府県で

す。
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令和６年度　県の公衆浴場対策 令和６年４月１日現在
（単位：千円）

主 管 課
５ 年 度
予 算 額

健康医療局 　　　公衆浴場設備整備費補助 34,598
生活衛生部
生活衛生課 　 公衆浴場設備の近代化を図るため、その整備に要する経費の一部を補助する。 前年度

(34,598)

補助対象事業
補助対象限度
額　(千円)※

補助率
補助限度額
( 千 円 ) ※

内 装 設 備

外 装 設 備

給 水 湯 設 備

※申請１件あたりの額

34,598
対前年比

100.0%

前年度
(34,598)

合 計

助　成　内　容

主な対象設備

１／３
以内

 浴室､脱衣室､冷房設備、
 ﾗﾝﾄﾞﾘｰ等

 煙突､塗装､屋根､外壁､塀等

 釜､配管､ろ過器等

9,000 3,000
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令和６年度県内各市の公衆浴場対策 令和６年４月１日現在

制度の概要 上水道 下水道

(千円) ※  

横 浜 市 50 施設改善補助事業(基準額の1/4以内、確保浴場は1/2以内) 23,650
確保浴場対策事業(500m以内に公衆浴場がなく、客数120人/
日以下の施設に対し300,000円補助/１施設)

4,800

衛生向上対策事業 12,650

活性化対策事業(しょうぶ湯経費の一部補助） 600

利用促進対策費 3,134

施設整備貸付利子補給事業 200

高齢者優待入浴事業 10,115

小計 55,149

川 崎 市 30 経営安定補助金 3,210

設備整備補助金 13,254

利用者促進事業補助金 1,700

水道料金補給金 3,665

下水道料金補給金 1,239

敬老入浴ﾃﾞｰ事業費 56,070

(せんとう健康長寿応援プログラム事業含む）

小計 79,138

相 模 原 市 6 公衆浴場設備整備費補助金 500 (○) ○

小計 500

横 須 賀 市 13 施設整備費補助 1,800

組合運営費補助 150

組合イベント事業費補助 400
ふれあいサポート券交付（65歳以上の独居高齢者対
象、一般公衆浴場の入浴料無料、一般公衆浴場以外の
施設にも使用可能）

39,727

小計 42,077

平 塚 市 1 公衆浴場設備整備費補助金 738

小計 738

鎌 倉 市 4 高齢者入浴券交付(260円に割引、65歳以上に年間72枚) 9,460

デイ銭湯（１回の利用料金300円、65歳以上が対象） 3,023

公衆浴場設備整備費補助金 910

小計 13,393

藤 沢 市 2 施設整備補助金 800

運営費補助（広報活動等） 416

事業補助（ふれあい入浴事業） 16,182
事務補助（交流事業） 60

小計 17,458

小 田 原 市 1 施設整備費補助金 100

利用促進事業費補助金 25

小計 125

逗 子 市 1 生きがい推進事業公衆浴場入浴助成（200円に割引） 8,876

小計 8,876

その他
の助成
制　度

令和6年度
予算額

市名
対象
浴場
数

補助金等制度 水道料減免措置 固定資
産税減
免措置

○ ○
○

減免率
2/3

・都市計
画税減免
・燃料と
しての廃
材供給

○ ○

○
減免率
2/3

都市
計画税
減免

○ ○
○

減免率
2/3

都市
計画税
減免

(○) ○
○

減免率
5/6

都市
計画税
減免

(○) ○
○

減免率
2/3

都市
計画税
減免

(○) ○
○

減免率
2/3

都市
計画税
減免

○ ○
○

減免率
2/3

都市
計画税
減免

(○) ○
○

減免率
2/3

都市
計画税
減免
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大 和 市 2 公衆浴場施設整備費補助金 472

浴場組合補助金 90

高齢者入浴サービス委託 3,778

小計 4,340

4

(6)

※上水道欄の(○)は、県営水道による減免措置を示す（合計欄では外数）

（参考）令和５年度予算額（220,459千円）に対する令和６年度予算額の割合: 100.6%

※補助金（県+市町村）合計額の令和５年度予算額に対する令和６年度予算額の割合

（34,598千円＋221,794千円）／（34,598千円＋220,459千円）= 100.6%

(○) ○
○

減免率
2/3

都市
計画税
減免

合     計

(10市)
221,794 10 9
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【２５～２７ページ解説】

県及び県内各市の公衆浴場対策
○補助金（県+市町村）合計額の令和５年度予算額に対する令和６年度予

算額の割合は、100.6％でした。
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神奈川県公衆浴場入浴料金等協議会設置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県下における公衆浴場入浴料金の統制額の指定について関係者の意見を聞くとともに、

これに関する公衆浴場の諸問題について協議するため、当分の間神奈川県公衆浴場入浴料金等

協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（組織） 

第２条 協議会は、委員２１人以内をもって組織する。 

 

（会長及び副会長） 

第３条 協議会には、会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときはその職務を代行する。 

 

（委員） 

第４条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから知事が選任する。ただし、委員の数は、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該右欄に掲げる人数以内とする。 

(1) 学識経験者      １１人 

(2) 公衆浴場利用者     ３人 

(3) 公衆浴場営業者     ２人 

(4) 関係行政機関の職員   ５人 

２ 委員の選任期間は２年とする。 

３ 委員に欠員を生じた場合の補欠委員の選任期間は、前任者の残存期間とする。委員は選任期

間が満了した場合においても、後任者が選任されるまでは、なお、委員として職務を行うもの

とする。 

 

（委員の代理出席） 

第５条 委員がやむを得ない事情により協議会に出席できないときは、その委員が委任する代理

者を出席させることができる。 

２ 前項の代理者は委員とみなす。 

 

（協議会の会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は会長が召集する。 

２ 会議は次の各号のいずれかに該当する場合には開くことができない。 

(1) 出席委員の数が委員総数の過半数に満たないとき。 

(2) 第４条第１項各号のいずれかの委員について、全員が欠席したとき。 

 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、健康医療局生活衛生部生活衛生課において処理する。 

２ 協議会に出席した委員（関係行政機関の委員は除く。）に支払う報償費は、協議会を開催した

日の翌月 25日（当日が閉庁日の場合は前開庁日。）に支給する。ただし、これにより難い場合

は、別途定める。 

 

（実施細目） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が定める。 
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附則 

１ この要綱は、昭和４８年１２月３日から実施する。 

２ 第１回の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、知事が召集するものとする。 

 

附則 

  この要綱は、平成１１年６月１日から実施する。 

 

附則 

  この要綱は、平成１３年６月１日から実施する。 

 

附則 

この要綱は、平成１７年４月１日から実施する。 

 

附則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から実施する。 

２ 委員改選後第１回の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、知事が召集するものとする。 

 

附則 

この要綱は、平成２２年４月１日から実施する。 

 

附則 

  この要綱は、平成２４年５月２２日から実施する。 

 

附則 

  この要綱は、平成２６年４月１日から実施する。 

 

附則 

  この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

 

   附則 

  この要綱は、平成２９年６月１６日から実施する。 

 

   附則 

  この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 
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別表１ 

 

経営実態調査・原価計算表の項目説明（厚生省環境衛生局長通知による項目） 

 

 

内 容

入 浴 料 金 収 入

附 帯 事 業 収 入 石鹸、シャンプー、タオル等の入浴関連商品及びジュース、牛乳等の飲料水の売上収入。

営 業 外 収 入
コインランドリー使用料、マッサージ機・ドライヤー等の使用料、サウナ使用料、家賃・地代等（経営
多角部分の収入）。

補 助 金 県、市町から交付される補助金。

合 計

人 件 費 事業主の給与相当額、従業員の給与・退職給与金、パート・アルバイトの給与。

（ 事 業 主 ）

（ 従 業 員 ）

用 水 費 上水道使用料、下水道使用料。

燃 料 費 重油・廃油・雑燃等の購入費。営業用自動車・暖房等に必要な燃料費。

光 熱 費 電気使用料。

備 品 消 耗 品 費
設備備品・什器備品の購入費。原材料及び清掃・照明等の業務用消耗器材器具その他の消耗品
購入費。

旅 費 交 通 費 公的機関に対する業務連絡、関係団体の会合への出席等に必要な旅費及び交通費。

会費及び交際費 公衆浴場業の関係団体会費その他公衆浴場経営のために直接必要と認められる交際費。

保 険 料 施設の火災保険料。

賃 借 料 借地料、借家料。

修 繕 費
土地・建物・設備を通常の状態において保守・維持するために必要な修繕料及び修繕のための原
材料購入費。（ただし、資産帳簿価格の増加の原因となるような大修繕のための費用は除く）

厚 生 費 福利厚生費。

減 価 償 却 費 事業用固定資産について行う減価償却費。（定額法により行うものとする。）

建 物 再 調 達 費
前期末における建物の帳簿価格の５％。（貸借対照表を作成していない場合は一律、年額５万円を
計上。）

公 租 公 課
公衆浴場経営にかかるすべての公租公課。（ただし、事業主の給与相当額にかかる所得税・県民
税・市町村税は除く。）

支 払 利 子 施設設備資金等、直接公衆浴場経営にかかる借入金の支払利子。

特 別 損 失 売却損・取り壊し損等の特別損失。

雑 費 通信費、広告宣伝費、新聞代、リース料等の雑費。

附 帯 事 業 費 附帯事業にかかる仕入れ等の経費。

合 計

自己資本（資本金及び剰余金）の１０％。（個人経営の場合は一律、１０万円を計上。）

附帯事業に伴う報酬。附帯事業＝附帯事業収入－附帯事業費

支出合計＝経費合計＋資本報酬＋附帯事業報酬

過不足額＝支出合計－収入合計過 不 足 額

科 目

収

入

経

費

資 本 報 酬

附 帯 事 業 報 酬

支 出 合 計



 

5 

 

 
 

 
  

566.5 597.5 615.3 2.3 1.5 5.5 1.6 3.0 1.3

315.8 324.9 336.4 5.9 2.7 2.9 0.1 3.5 1.2

21.8 21.9 22.2 1.5 0.4 0.6 1.3

96.9 100.1 104.8 7.8 3.4 3.3 0.0 4.7 3.3

3.6 2.5 2.1 (0.2) (0.1) (0.0)

151.3 155.0 157.6 1.9 2.4 0.9 1.7 0.7

122.1 124.4 125.6 2.8 1.4 1.9 0.7 1.0 0.0

29.3 30.6 32.0 4.5 1.9 4.7 3.5

123.2 130.2 136.8 18.7 4.7 5.6 3.2 5.0 3.0

146.2 137.0 144.7 32.3 7.1 5.6 3.4

5.3 2.0 2.6 0.2 3.2 1.4

4.8 2.0 2.0 2.7 1.2

0.5 0.6 0.2 0.4 0.2

2.8 1.4

409.0 431.6 443.4 3.3 5.5 2.7

296.4 305.5 313.8 2.4 3.1 2.7

30.3 32.4 33.8 12.1 6.9 4.4

82.2 93.7 95.8 3.9 13.9 2.3

600.6 633.6 653.8 3.1 0.4 5.5 2.9 3.2 1.4

6,906 6,928 6,933

6,728 6,749 6,759

6,048 6,089 6,101

2.6 2.6 2.5

2.3

9.5 2.0 1.6

3.2 3.0 2.5

0.8 3.8 1.7

99.7 101.8 107.4 16.4 2.1 5.4

117.7 105.7 111.1 35.0 5.0

8.3 22.7 23.1

1.5 3.8 3.7

2.5 2.8 3.0

135.5 145.4 149.8

102.5 87.5 89.1

0.3

0.3

0.6

0.3

0.1

0.2

0.2

0.7

0.1

Administrator
テキストボックス
別表２

Administrator
長方形










